
第12号様式 (第46条関係)

電 気 事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書

特 記 手 項

(本利用エネルキー守による,31じ上の世J含の拡大を営るための‖に次ひ日は,

◆"「り発電所 1,機 において、2008年度本格迎に,]始を目指し 木 質ペレットを石炭に混肌さ
せる国内最大規模のバイオマス混批発電の計画を進めています。これにより 年 出約6万トンの
木質ペレットを使)コした場合で 約 92万 トンのC02消 “減効果がす口作できます。

く火刀夕|セじ17rにrJける烈例年の同上をきるための結直次ひ日桃)

◆従来形プラントにおける設備 避 用面の改善対策、夕,傷発電所における当初建設計画からの
来気条件 (圧力、温度)変 更による発電効率向上、姫路第一発電所における高効率発■方式の
コンバインドサイクル導入などの取組みにより、当社の具体的行助計画 「エコ アクシ占ンJに
おいて 全 火力発電所の総合熱効率を42%(送 電鮒、低位発熟鉱郷 じ)以 上とする日標を設定
しています。
●堺港究低所 (200万kV)で は2009年の 1,機 理例を目指し最新鋭コンバインドサイクル発電方
式への設ln更新計画を進めています。これによって終効率は約41%か ら約58%(発 電端、低位
発黙量基め と大幅に向上する見込みです。

(lllFAlの地 気前 要 者 に対 す る地 球 温 嵯 化 の 防 止 に資す る収 祉 )

●法人のお客さまへはエネルギー効率が極めて高く、省エネ性に優れた蓄熟式空胡システムな
どのご紹介を、一般家たのお客さまへはヒー トボンブ技術を利用した高//1j率機器 (エコキュー

ト)の 普及拡大を図り、省エネルギーをllt」Lしています。
◆検針栗への電気使用曇の前年同Fl実細の掲戒や、ホームベージ上での過去15ヶ月の電気使用
量実組の照会サービス、エネルギー世J減量のシミュレーション、環境家計仲の拘戒など、省エ
ネルギーに関するさまざまな情報を提りtしています。
●小 中 学校への出前教育等により、次世代層へのエネルギーや環境問題についての教育を
行つています。

◆ブータン王国における小規模水力発電所建設 地 方電化プロジェクト、西菜lllにおける地JJR
温暖化 土 JtA塩類化を防止する環境植林事業、ツパル国における太陽光発電プロジェクト、中
国における水力 m力 発電CDMプ ロジェクト 日 本NPA暖

化ガスHJ減基金への出資など京都メ
カニズムの活用等を目す旨した取組みを実施しています。
●2006年度末現在で太陽光及び風力発電設備をそれぞれ860kll、150X‖導入するとともに、太陽
光 瓜 力発電による電力現け入や関西グリーン電力基金への協力など新エネルギー普及促進へ殺
極的な支援活動を行っています。
◆SF。 ガスを用いたガス遮断器等の分FF点検に際してはS Foを回収 再 利用するとともに、
回収装置木体に残存するガスを回収する袖B/J装置を開発し、97拓以上の回収率を維持していま
す 。

●夕1傷地域における竹の炭化によるC02固 定 回 収有効利用の研究などの技術開発にll極的に

取組んでいます。
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当するTlf業者要
「 電気事業法第 2条 第 1項 第 8号 に

球 温 暖 化 対
基 本  方

くエネルギーが利用されるよう お 客さまへの行エネルギーのご提案や 打 エネ

した尿手力発電の】ヒ逆や、火力発でL所 のth効率のll持

るため 電 気JF栄者として長年をった如散や技術を活かし 京 者Fメカ
ます。

球 温 暖 化 対
推 進  体 を推進しています。

室 効 果 ガ ス

電気 の供給 に伴 う
温 室 効 果 ガ ス
排 出 の 量 の 削

図 る た め
置 及 び 目 電力のCO,排 出係数は既に業界 トップレベルの水準ですが 平 成19年3月に 「0 34kg―CO!/k,h程 度 く平成22

Jか ら 「0 282kttC 0 2/にVh程度 く平成20～24年度の5ヵ年平均)Jへ とさらに高い日標値に変更しました。

島ナu的 目標については 平 成25年度以降も引き納きCOフ 排出tr数を極力低いレベルに保つよう努めます

当社 C02):出 係数の実綴は 「jL球温暖化対策の推道に関する法niJに基づき別途国から公表される予定です。

自然エネル ギー

給 の生 の割合
大 を図るため
置 及 び 日

おいて自然エネルギーを利用して兜■する電気の供補の量を紀賊しました。
ついては 経 済社年を助朱しつつ 伍 力自然エネルギーを活用するように努めます。

る電気の供給の曇 お よびB社 以タトの発電lflにおい

め ll入量については RPS法 の基準利用機のTL保状況の1に定につながり
彰神するおそれがあるため 計 上していません
しつつ lI力 自然エネルギーを活用するように劣めます。


